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関との連携により緊急時に当該患者が入院できる体制が整備されていること。

３ 届出に関する事項

(１) 外来化学療法加算１及び２の施設基準に係る届出は、別添２の様式39を用いること。

(２) 当該治療室の配置図及び平面図を添付すること。

第37の２ 無菌製剤処理料

１ 無菌製剤処理料に関する施設基準

(１) ２名以上の常勤の薬剤師がいること。

(２) 無菌製剤処理を行うための専用の部屋（５平方メートル以上）を有していること。

(３) 無菌製剤処理を行うための無菌室、クリーンベンチ又は安全キャビネットを備えているこ

と。

２ 無菌製剤処理料の対象患者

(１) 無菌製剤処理料１の対象患者は、悪性腫瘍に対して用いる薬剤であって細胞毒性を有する

ものに関し、動脈注射、抗悪性腫瘍剤局所持続注入、肝動脈塞栓を伴う抗悪性腫瘍剤肝動脈

内注入又は点滴注射が行われる患者であり、この場合において、「悪性腫瘍に対して用いる

薬剤であって細胞毒性を有するもの」とは、独立行政法人医薬品医療機器総合機構法（平成

14年法律第192号）第４条第５項第１号の規定に基づき厚生労働大臣が指定した医薬品（平成

16年厚生労働省告示第185号）のうち、悪性腫瘍に対して用いる注射剤をいう。

(２) 無菌製剤処理料２の対象患者は、以下のア又はイに該当する患者である。

ア 動脈注射又は点滴注射が行われる入院中の患者のうち、白血病、再生不良性貧血、骨髄

異形成症候群、重症複合型免疫不全症等の患者及び後天性免疫不全症候群の病原体に感染

し抗体の陽性反応がある患者であって、無菌治療室管理加算若しくはＨＩＶ感染者療養環

境特別加算を算定する患者又はこれらの患者と同等の状態にある患者

イ 中心静脈注射又は埋込型カテーテルによる中心静脈栄養が行われる患者

３ 届出に関する事項

(１) 無菌製剤処理料の施設基準に係る届出は、別添２の様式40を用いること。

(２) 当該保険医療機関に勤務する薬剤師の氏名、勤務の態様（常勤・非常勤、専従・非専従、

専任・非専任の別）及び勤務時間を別添２の様式４を用い提出すること。なお、調剤、医薬

品情報管理、薬剤管理指導又は在宅患者訪問薬剤管理指導のいずれに従事しているか（兼務

の場合はその旨）並びに無菌製剤処理業務に従事している場合はその旨を備考欄に記載する

こと。

(３) 調剤所及び当該届出に係る専用の施設の配置図及び平面図（クリーンベンチ等が設置され

ている場合はその位置を明示すること。）を添付すること。

第38 心大血管疾患リハビリテーション料(Ⅰ)

１ 心大血管疾患リハビリテーション料(Ⅰ)に関する施設基準

(１) 届出保険医療機関（循環器科又は心臓血管外科を標榜するものに限る。以下この項におい

て同じ。）において、循環器科又は心臓血管外科の医師が常時勤務しており、心大血管疾患

リハビリテーションの経験を有する専任の常勤医師が１名以上勤務していること。

(２) 心大血管疾患リハビリテーションの経験を有する専従の常勤理学療法士及び専従の常勤看
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護師が合わせて２名以上勤務していること。ただし、いずれか一方は専任の従事者でも差し

支えないこと。また、これらの者については、回復期リハビリテーション病棟の配置従事者

との兼任はできないこと。

(３) 専用の機能訓練室（少なくとも、病院については30平方メートル以上、診療所については

20平方メートル以上であること。専用の機能訓練室は、当該療法を実施する時間帯について

は、他とは兼用できないが、当該療法を実施する時間帯以外の時間帯において、他の用途に

使用することは差し支えない。

(４) 専用の機能訓練室には、当該療法を行うために必要な以下の器械・器具を備えていること。

ア 酸素供給装置

イ 除細動器

ウ 心電図モニター装置

エ トレッドミル又はエルゴメータ

オ 血圧計

カ 救急カート

また、当該保険医療機関内に以下の器械を備えていること

運動負荷試験装置

(５) リハビリテーションに関する記録（医師の指示、運動処方、実施時間、訓練内容、担当者

等）は患者ごとに一元的に保管され、常に医療従事者により閲覧が可能であること。

(６) 定期的に担当の多職種が参加するカンファレンスが開催されていること。

(７) 届出保険医療機関又は連携する別の保険医療機関（循環器科又は心臓血管外科を標榜する

ものに限る。以下この項において同じ。）において、緊急手術や、緊急の血管造影検査を行

うことができる体制が確保されていること。

(８) 届出保険医療機関又は連携する別の保険医療機関において、救命救急入院料又は特定集中

治療室管理料の届出がされており、当該治療室が心大血管疾患リハビリテーションの実施上

生じた患者の緊急事態に使用できること。

２ 届出に関する事項

(１) 心大血管疾患リハビリテーション料(Ⅰ)の施設基準に係る届出は、別添２の様式41を用い

ること。

(２) 当該治療に従事する医師、理学療法士及び看護師の氏名、勤務の態様（常勤・非常勤、専

従・非専従、専任・非専任の別）及び勤務時間について別添２の様式４を用いて提出するこ

と。なお、従事者が心大血管疾患リハビリテーションの経験を有する者である場合には、勤

務歴等を備考欄に記載すること。

(３) 当該治療が行われる専用の機能訓練室の配置図及び平面図を添付すること。

第39 心大血管疾患リハビリテーション料(Ⅱ)

１ 心大血管疾患リハビリテーション料(Ⅱ)に関する施設基準

(１) 届出保険医療機関（循環器科又は心臓血管外科を標榜するものに限る。以下この項におい

て同じ。）において、循環器科又は心臓血管外科を担当する常勤医師又は心大血管疾患リハ

ビリテーションの経験を有する常勤医師が１名以上勤務していること。

(２) 心大血管疾患リハビリテーションの経験を有する専従の理学療法士又は看護師のいずれか
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１名以上が勤務していること。ただし、専従者については、回復期リハビリテーション病棟

の配置従事者との兼任はできないこと。

(３) 専用の機能訓練室（少なくとも、病院については30平方メートル以上、診療所については

20平方メートル以上。）を有していること。専用の機能訓練室は、当該療法を実施する時間

帯については、他とは兼用できないが、当該療法を実施する時間帯以外の時間帯において、

他の用途に使用することは差し支えない。

(４) 専用の機能訓練室には、当該療法を行うために必要な以下の器械・器具を備えていること。

ア 酸素供給装置

イ 除細動器

ウ 心電図モニター装置

エ トレッドミル又はエルゴメータ

オ 血圧計

カ 救急カート

また、当該保険医療機関内に以下の器械を備えていること

運動負荷試験装置

(５) リハビリテーションに関する記録（医師の指示、運動処方、実施時間、訓練内容、担当者

等）は患者ごとに一元的に保管され、常に医療従事者により閲覧が可能であること。

(６) 定期的に担当の多職種が参加するカンファレンスが開催されていること。

(７) 届出保険医療機関又は連携する別の保険医療機関（循環器科又は心臓血管外科を標榜する

ものに限る。以下この項において同じ。）において、緊急手術や、緊急の血管造影検査を行

うことができる体制が確保されていること。

(８) 届出保険医療機関又は連携する別の保険医療機関において、救命救急入院料又は特定集中

治療室管理料の届出がされており、当該治療室が心大血管疾患リハビリテーションの実施上

生じた患者の緊急事態に使用できること。

２ 届出に関する事項

(１) 心大血管疾患リハビリテーション料(Ⅱ)の施設基準に係る届出は、別添２の様式41を用い

ること。

(２) 当該治療に従事する医師及び理学療法士又は看護師の氏名、勤務の態様（常勤・非常勤、

専従・非専従、専任・非専任の別）及び勤務時間について別添２の様式４を用いて提出する

こと。なお、従事者が心大血管疾患リハビリテーションの経験を有するものである場合には、

勤務歴等を備考欄に記載すること。

(３) 当該治療が行われる専用の機能訓練室の配置図及び平面図を添付すること。

第40 脳血管疾患等リハビリテーション料(Ⅰ)

１ 脳血管疾患等リハビリテーション料(Ⅰ)に関する施設基準

(１) 当該保険医療機関において、専任の常勤医師が２名以上勤務していること。ただし、その

うち１名は、脳血管疾患等のリハビリテーション医療に関する３年以上の臨床経験又は脳血

管疾患等のリハビリテーション医療に関する研修会、講習会の受講歴（又は講師歴）を有す

ること。

(２) 次のアからエまでをすべて満たしていること。
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ア 専従の常勤理学療法士が５名以上勤務していること。ただし、回復期リハビリテーショ

ン病棟における常勤理学療法士との兼任はできないが、運動器リハビリテーション料(Ⅰ)

又は(Ⅱ)、呼吸器リハビリテーション料(Ⅰ)又は(Ⅱ)及び障害児（者）リハビリテーショ

ン料における常勤理学療法士との兼任は可能であること。

イ 専従の常勤作業療法士が３名以上勤務していること。ただし、回復期リハビリテーショ

ン病棟における常勤作業療法士との兼任はできないが、運動器リハビリテーション料(Ⅰ)

又は(Ⅱ)、呼吸器リハビリテーション料(Ⅰ)又は(Ⅱ)及び障害児（者）リハビリテーショ

ン料における常勤作業療法士との兼任は可能であること。

ウ 言語聴覚療法を行う場合は、専従の常勤言語聴覚士が１名以上勤務していること。

エ アからウまでの専従の従事者が合せて10名以上勤務すること。なお、ここでいう「専

従」とは、当該保険医療機関で行うリハビリテーションについて、当該リハビリテーショ

ンを実施する日若しくは時間に専ら従事することをいうこと。

(３) 治療・訓練を十分実施し得る専用の機能訓練室（少なくとも、160平方メートル以上）を有

していること。なお、当該専用の機能訓練室は、疾患別リハビリテーション又は障害児(者)

リハビリテーションを実施している時間帯において「専用」ということであり、同一の時間

帯において疾患別リハビリテーション又は障害児(者)リハビリテーションを同時に行うこと

ができる。また、当該療法を実施する時間帯以外の時間帯において、他の用途に使用するこ

とは差し支えない。ただし、言語聴覚療法を行う場合は、遮蔽等に配慮した専用の個別療法

室（８平方メートル以上）１室以上を別に有していること。

(４) 当該療法を行うために必要な施設及び器械・器具として、以下のものを具備していること。

歩行補助具、訓練マット、治療台、砂嚢などの重錘、各種測定用器具（角度計、握力計

等）、血圧計、平行棒、傾斜台、姿勢矯正用鏡、各種車椅子、各種歩行補助具、各種装具

（長・短 下肢装具等）、家事用設備、各種日常生活動作用設備 等

(５) 言語聴覚療法のみを実施する場合は、上記基準にかかわらず、以下のアからエまでの基準

をすべて満たす場合は、脳血管疾患等リハビリテーション料(Ⅰ)の基準を満たすものとする。

ア 専任の常勤医師が１名以上勤務していること。

イ 専従の常勤言語聴覚士が３名以上勤務していること。

ウ 遮蔽等に配慮した専用の個別療法室（８平方メートル以上）を有していること。

エ 言語聴覚療法に必要な、聴力検査機器、音声録音再生装置、ビデオ録画システム等の器

械・器具を具備していること。

(６) リハビリテーションに関する記録（医師の指示、実施時間、訓練内容、担当者等）は患者

ごとに一元的に保管され、常に医療従事者により閲覧が可能であること。

(７) 定期的に担当の多職種が参加するカンファレンスが開催されていること。

２ 届出に関する事項

(１) 脳血管疾患等リハビリテーション料(Ⅰ)の施設基準に係る届出は、別添２の様式42を用い

ること。

(２) 当該治療に従事する医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士の氏名、勤務の態様（常

勤・非常勤、専従・非専従、専任・非専任の別）及び勤務時間を別添２の様式４を用いて提

出すること。なお、従事者が脳血管疾患等リハビリテーションの経験を有する者である場合

は勤務歴等を備考欄に記載すること。
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(４) 当該治療が行われる専用の機能訓練室の配置図及び平面図を添付すること。

第40の２ 脳血管疾患リハビリテーション料(Ⅱ)

１ 脳血管疾患リハビリテーション料(Ⅱ)に関する施設基準

(１) 当該保険医療機関において、専任の常勤医師が１名以上勤務していること。

(２) 次のアからエまでをすべて満たしていること。

ア 専従の常勤理学療法士が１名以上勤務していること。ただし、回復期リハビリテーショ

ン病棟における常勤理学療法士との兼任はできないが、運動器リハビリテーション料(Ⅰ)

又は(Ⅱ)、呼吸器リハビリテーション料(Ⅰ)又は(Ⅱ)及び障害児(者)リハビリテーション

料における常勤理学療法士との兼任は可能である。

イ 専従の常勤作業療法士が１名以上勤務していること。ただし、回復期リハビリテーショ

ン病棟における常勤作業療法士との兼任はできないが、運動器リハビリテーション料(Ⅰ)

又は(Ⅱ)、呼吸器リハビリテーション料(Ⅰ)又は(Ⅱ)及び障害児(者)リハビリテーション

料における常勤作業療法士との兼任は可能である。

ウ 言語聴覚療法を行う場合は、専従の常勤言語聴覚士が１名以上勤務していること。

エ アからウまでの専従の従事者が合わせて４名以上勤務していること。なお、ここでいう

「専従」とは、当該保険医療機関の専用の機能訓練室で行うリハビリテーションについて、

当該リハビリテーションを実施する日若しくは時間に専ら従事することをいうこと。

(３) 治療・訓練を十分実施し得る専用の機能訓練室（少なくとも、病院については100平方メー

トル以上、診療所については45平方メートル以上）を有していること。なお、当該専用の機

能訓練室は、疾患別リハビリテーション又は障害児(者)リハビリテーションを実施している

時間帯において「専用」ということであり、同一の時間帯において疾患別リハビリテーショ

ン又は障害児(者)リハビリテーションを同時に行うことができる。また、当該療法を実施す

る時間帯以外の時間帯において、他の用途に使用することは差し支えない。ただし、言語聴

覚療法を行う場合は、遮蔽等に配慮した専用の個別療法室（８平方メートル以上）１室以上

を別に有していること。

(４) 当該療法を行うために必要な施設及び器械・器具として、以下のものを具備していること。

歩行補助具、訓練マット、治療台、砂嚢などの重錘、各種測定用器具（角度計、握力計等）、

血圧計、平行棒、傾斜台、姿勢矯正用鏡、各種車椅子、各種歩行補助具、各種装具（長・短

下肢装具等）、家事用設備、各種日常生活動作用設備 等

(５) リハビリテーションに関する記録（医師の指示、実施時間、訓練内容、担当者等）は患者

ごとに一元的に保管され、常に医療従事者により閲覧が可能であること。

(６) 定期的に担当の多職種が参加するカンファレンスが開催されていること。

２ 届出に関する事項

(１) 脳血管疾患等リハビリテーション料(Ⅱ)の施設基準に係る届出は、別添２の様式42を用い

ること。

(２) 当該治療に従事する医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士の氏名、勤務の態様（常

勤・非常勤、専従・非専従、専任・非専任の別）及び勤務時間を別添２の様式４を用いて提

出すること。なお、その他の従事者が脳血管疾患等リハビリテーションの経験を有する者で

ある場合は勤務歴等を備考欄に記載すること。
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(３) 当該治療が行われる専用の機能訓練室の配置図及び平面図を添付すること。

第41 脳血管疾患等リハビリテーション料(Ⅲ)

１ 脳血管疾患等リハビリテーション料(Ⅲ)に関する施設基準

(１) 専任の常勤医師が１名以上勤務していること。

(２) 専従の常勤理学療法士、常勤作業療法士又は常勤言語聴覚士のいずれか１名以上勤務して

いること。ただし、回復期リハビリテーション病棟における常勤の従事者との兼任はできな

いが、運動器リハビリテーション料(Ⅰ)又は(Ⅱ)、呼吸器リハビリテーション料(Ⅰ)又は

(Ⅱ)及び障害児（者）リハビリテーション料、における常勤の従事者との兼任は可能である

こと。なお、ここでいう「専従」とは、当該保険医療機関で行うリハビリテーションについ

て、当該リハビリテーションを実施する日若しくは時間に専ら従事することをいうこと。

(３) 治療・訓練を十分実施し得る専用の機能訓練室（少なくとも、病院については100平方メー

トル以上、診療所については45平方メートル以上とする。）を有していること。なお、当該

専用の機能訓練室は、疾患別リハビリテーション又は障害児(者)リハビリテーションを実施

している時間帯において「専用」ということであり、同一の時間帯において疾患別リハビリ

テーション又は障害児(者)リハビリテーションを同時に行うことができる。また、当該療法

を実施する時間帯以外の時間帯において、他の用途に使用することは差し支えない。ただし、

言語聴覚療法を行う場合は、遮蔽等に配慮した専用の個別療法室（８平方メートル以上）１

室以上を別に有していることとし、言語聴覚療法のみを行う場合は、当該個別療法室があれ

ば前段に規定する専用の施設は要しない。

(４) 当該療法を行うために必要な施設及び器械・器具として以下のものを具備していること。

歩行補助具、訓練マット、治療台、砂嚢などの重錘、各種測定用器具等。ただし、言語聴

覚療法を行う場合は、聴力検査機器、音声録音再生装置、ビデオ録画システム等を有するこ

と。

(５) リハビリテーションに関する記録（医師の指示、実施時間、訓練内容、担当者等）は患者

ごとに一元的に保管され、常に医療従事者により閲覧が可能であること。

(６) 定期的に担当の多職種が参加するカンファレンスが開催されていること。

２ 届出に関する事項

(１) 脳血管疾患等リハビリテーション料(Ⅲ)の施設基準に係る届出は、別添２の様式42を用い

ること。

(２) 当該治療に従事する医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士その他の従事者の氏名、

勤務の態様（常勤・非常勤、専従・非専従、専任・非専任の別）及び勤務時間を別添２の様

式４を用いて提出すること。なお、その他の従事者が脳血管疾患等リハビリテーションの経

験を有する者である場合は勤務歴等を備考欄に記載すること。

(３) 当該治療が行われる専用の機能訓練室の配置図及び平面図を添付すること。

第42 運動器リハビリテーション料(Ⅰ)

１ 運動器リハビリテーション料(Ⅰ)に関する施設基準

(１) 当該保険医療機関において、運動器リハビリテーションの経験を有する専任の常勤医師が

１名以上勤務していること。なお、運動器リハビリテーションの経験を有する医師とは、運
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動器リハビリテーションの経験を３年以上有する医師又は適切な運動器リハビリテーション

に係る研修を修了した医師であることが望ましい。

(２) 次のアからウまでのいずれかを満たしていること。ただし、アからウまでのいずれの場合

にも、回復期リハビリテーション病棟における常勤理学療法士又は常勤作業療法士との兼任

はできないが、脳血管疾患等リハビリテーション料(Ⅰ)、(Ⅱ)又は(Ⅲ)、呼吸器リハビリテ

ーション料(Ⅰ)又は(Ⅱ)及び障害児（者）リハビリテーション料、における常勤理学療法士

又は常勤作業療法士との兼任は可能であること。なお、ここでいう「専従」とは、当該保険

医療機関で行うリハビリテーションについて、当該リハビリテーションを実施する日若しく

は時間に専ら従事することをいうこと。

ア 専従の常勤理学療法士が２名以上勤務していること。

イ 専従の常勤作業療法士が２名以上勤務していること。

ウ 専従の常勤理学療法士及び専従の常勤作業療法士が合せて２名以上勤務していること。

また、当分の間、適切な運動器リハビリテーションに係る研修を修了した看護師、准看護

師、あん摩マッサージ指圧師又は柔道整復師が、専従の常勤職員として勤務している場合で

あって、運動器リハビリテーションの経験を有する医師の監督下に当該療法を実施する体制

が確保されている場合に限り、理学療法士が勤務しているものとして届け出ることができる。

ただし、当該あん摩マッサージ指圧師等は、呼吸器リハビリテーション料(Ⅱ)等との兼任は

できないこと。

(３) 治療・訓練を十分実施し得る専用の機能訓練室（少なくとも、病院については100平方メー

トル以上、診療所については45平方メートル以上）を有していること。なお、当該専用の機

能訓練室は、疾患別リハビリテーション及び障害児(者)リハビリテーションを実施している

時間帯において「専用」ということであり、同一の時間帯において疾患別リハビリテーショ

ン又は障害児(者)リハビリテーションを同時に行うことができる。また、当該療法を実施す

る時間帯以外の時間帯において、他の用途に使用することは差し支えない。

(４) 治療・訓練を行うための以下の器具等を具備していること。

各種測定用器具（角度計、握力計等）、血圧計、平行棒、姿勢矯正用鏡、各種車椅子、各

種歩行補助具等

(５) リハビリテーションに関する記録（医師の指示、実施時間、訓練内容、担当者等）は患者

ごとに一元的に保管され、常に医療従事者により閲覧が可能であること。

(６) 定期的に担当の多職種が参加するカンファレンスが開催されていること。

２ 届出に関する事項

(１) 運動器リハビリテーション料(Ⅰ)の施設基準に係る届出は、別添２の様式42を用いること。

(２) 当該治療に従事する医師、理学療法士、作業療法士その他の従事者の氏名、勤務の態様

（常勤・非常勤、専従・非専従、専任、非専任の別）及び勤務時間を別添２の様式４を用い

て提出すること。なお、従事者が運動器リハビリテーションの経験を有する者である場合は

勤務歴等を備考欄に記載すること。

(３) 当該治療が行われる専用の機能訓練室の配置図及び平面図を添付すること。

第43 運動器リハビリテーション料(Ⅱ)

１ 運動器リハビリテーション料(Ⅱ)に関する施設基準
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(１) 当該保険医療機関において、専任の常勤医師が１名以上勤務していること。

(２) 専従の常勤理学療法士又は常勤作業療法士がいずれか１名以上勤務していること。ただし、

回復期リハビリテーション病棟における常勤の従事者との兼任はできないが、脳血管疾患等

リハビリテーション料(Ⅰ)、(Ⅱ)又は(Ⅲ)、呼吸器リハビリテーション料(Ⅰ)又は(Ⅱ)及び

障害児（者）リハビリテーション料における常勤の従事者との兼任は可能であること。なお、

ここでいう「専従」とは、当該保険医療機関の専用の機能訓練室で行うリハビリテーション

について、当該リハビリテーションを実施する日若しくは時間に専ら従事することをいうこ

と。

(３) 治療・訓練を十分実施し得る専用の機能訓練室（少なくとも、45平方メートル以上とす

る。）を有していること。なお、当該専用の機能訓練室は、疾患別リハビリテーション又は

障害児(者)リハビリテーションを実施している時間帯において「専用」ということであり、

同一の時間帯において疾患別リハビリテーション又は障害児(者)リハビリテーションを同時

に行うことができる。また、当該療法を実施する時間帯以外の時間帯において、他の用途に

使用することは差し支えない。

(４) 治療・訓練を行うための以下の器具等を具備していること。

歩行補助具、訓練マット、治療台、砂嚢などの重錘、各種測定用器具等

(５) リハビリテーションに関する記録（医師の指示、実施時間、訓練内容、担当者等）は患者

ごとに一元的に保管され、常に医療従事者により閲覧が可能であること。

(６) 定期的に担当の多職種が参加するカンファレンスが開催されていること。

２ 届出に関する事項

(１) 運動器リハビリテーション料(Ⅱ)の施設基準に係る届出は、別添２の様式42を用いること。

(２) 当該治療に従事する医師、理学療法士、作業療法士その他の従事者の氏名、勤務の態様

（常勤・非常勤、専従・非専従、専任・非専任の別）及び勤務時間を別添２の様式４を用い

て提出すること。なお、従事者が運動器リハビリテーションの経験を有する者である場合は

勤務歴等を備考欄に記載すること。

(３) 当該治療が行われる専用の機能訓練室の配置図及び平面図を添付すること。

第44 呼吸器リハビリテーション料(Ⅰ)

１ 呼吸器リハビリテーション料(Ⅰ)に関する施設基準

(１) 当該保険医療機関において、呼吸器リハビリテーションの経験を有する専任の常勤医師が

１名以上勤務していること。

(２) 呼吸器リハビリテーションの経験を有する専従の常勤理学療法士１名を含む常勤理学療法

士又は常勤作業療法士が合わせて２名以上勤務していること。ただし、専従の常勤理学療法

士１名については、回復期リハビリテーション病棟における常勤理学療法士との兼任はでき

ないが、脳血管疾患等リハビリテーション料(Ⅰ)、(Ⅱ)又は(Ⅲ)、運動器リハビリテーショ

ン料(Ⅰ)又は(Ⅱ)及び障害児（者）リハビリテーション料における常勤理学療法士との兼任

は可能であること。なお、ここでいう「専従」とは、当該保険医療機関で行うリハビリテー

ションについて、当該リハビリテーションを実施する日若しくは時間に専ら従事することを

いうこと。

(３) 治療・訓練を十分実施し得る専用の機能訓練室（少なくとも、病院については100平方メー
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トル以上、診療所については45平方メートル以上とする。）を有していること。なお、当該

専用の機能訓練室は、疾患別リハビリテーション又は障害児(者)リハビリテーションを実施

している時間帯において「専用」ということであり、同一の時間帯において疾患別リハビリ

テーション又は障害児(者)リハビリテーションを同時に行うことができる。また、当該療法

を実施する時間帯以外の時間帯において、他の用途に使用することは差し支えない。

(４) 治療・訓練を行うための以下の各種計測用器具等を具備していること。

呼吸機能検査機器、血液ガス検査機器等

(５) リハビリテーションに関する記録（医師の指示、実施時間、訓練内容、担当者等）は患者

ごとに一元的に保管され、常に医療従事者により閲覧が可能であること。

(６) 定期的に担当の多職種が参加するカンファレンスが開催されていること。

２ 届出に関する事項

(１) 呼吸器リハビリテーション料(Ⅰ)の施設基準に係る届出は、別添２の様式42を用いること。

(２) 当該治療に従事する医師、理学療法士の氏名、勤務の態様（常勤・非常勤、専従・非専従、

専任・非専任の別）及び勤務時間を別添２の様式４を用いて提出すること。なお、従事者が

呼吸器リハビリテーションの経験を有する者である場合は勤務歴等を備考欄に記載すること。

(３) 当該治療が行われる専用の機能訓練室の配置図及び平面図を添付すること。

第45 呼吸器リハビリテーション料(Ⅱ)

１ 呼吸器リハビリテーション料(Ⅱ)に関する施設基準

(１) 当該保険医療機関において、専任の常勤医師が１名以上勤務していること。

(２) 専従の常勤理学療法士又は常勤作業療法士が１名以上勤務していること。ただし、回復期

リハビリテーション病棟における常勤理学療法士又は常勤作業療法士との兼任はできないが、

脳血管疾患等リハビリテーション料(Ⅰ)、(Ⅱ)又は(Ⅲ)、運動器リハビリテーション料(Ⅰ)

又は(Ⅱ)及び障害児（者）リハビリテーション料における常勤理学療法士又は常勤作業療法

士との兼任は可能であること。なお、ここでいう「専従」とは、当該保険医療機関で行うリ

ハビリテーションについて、当該リハビリテーションを実施する日若しくは時間に専ら従事

することをいうこと。

(３) 治療・訓練を十分実施し得る専用の機能訓練室（少なくとも、45平方メートル以上とす

る。）を有していること。なお、当該専用の機能訓練室は、疾患別リハビリテーション及び

障害児(者)リハビリテーションを実施している時間帯において「専用」ということであり、

同一の時間帯において疾患別リハビリテーション又は障害児(者)リハビリテーションを同時

に行うことができる。また、当該療法を実施する時間帯以外の時間帯において、他の用途に

使用することは差し支えない。

(４) 治療・訓練を行うための以下の器具等を具備していること。

呼吸機能検査機器、血液ガス検査機器等

(５) リハビリテーションに関する記録（医師の指示、実施時間、訓練内容、担当者等）は患者

ごとに一元的に保管され、常に医療従事者により閲覧が可能であること。

(６) 定期的に担当の多職種が参加するカンファレンスが開催されていること。

２ 届出に関する事項

(１) 呼吸器リハビリテーション料(Ⅱ)の施設基準に係る届出は、別添２の様式42を用いること。
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(２) 当該治療に従事する医師、理学療法士の氏名、勤務の態様（常勤・非常勤、専従・非専従、

専任・非専任の別）及び勤務時間を別添２の様式４を用いて提出すること。なお、従事者が

呼吸器リハビリテーションの経験を有する者である場合は勤務歴等を備考欄に記載するこ

と。。

(３) 当該治療が行われる専用の機能訓練室の配置図及び平面図を添付すること。

第46 難病患者リハビリテーション料

１ 難病患者リハビリテーション料に関する施設基準

(１) 当該保険医療機関において、専任の常勤医師が勤務していること。

(２) 専従する２名以上の従事者（理学療法士又は作業療法士が１名以上であり、かつ、看護師

が１名以上）が勤務していること。ただし、回復期リハビリテーション病棟における常勤理

学療法士又は常勤作業療法士との兼任ではないこと。

(３) 取り扱う患者数は、従事者１人につき１日20人を限度とすること。

(４) 難病患者リハビリテーションを行うにふさわしい専用の機能訓練室を有しており、当該機

能訓練室の広さは60平方メートル以上とし、かつ、患者１人当たりの面積は4.0平方メートル

を標準とすること。なお、専用の機能訓練室には疾患別リハビリテーション又は障害児(者)

リハビリテーションを行う機能訓練室を充てて差し支えない。

(５) 当該訓練を行うために必要な専用の器械・器具として、以下のものを具備していること。

ア 訓練マットとその付属品

イ 姿勢矯正用鏡

ウ 車椅子

エ 各種杖

オ 各種測定用器具（角度計、握力計等）

２ 届出に関する事項

(１) 難病患者リハビリテーション料の施設基準に係る届出は、別添２の様式43を用いること。

(２) 当該治療に従事する医師、理学療法士、作業療法士その他の従事者の氏名、勤務の態様

（常勤・非常勤、専従・非専従、専任・非専任の別）及び勤務時間を別添２の様式４を用い

て提出すること。なお、従事者が難病患者リハビリテーションの経験を有する者である場合

は勤務歴等を備考欄に記載すること。

(３) 当該治療が行われる専用の機能訓練室の配置図及び平面図を添付すること。

第47 障害児（者）リハビリテーション料

１ 障害児（者）リハビリテーション料に関する施設基準

(１) 当該リハビリテーションを実施する保険医療機関は、次のいずれかであること。

ア 児童福祉法第43条の３に規定する肢体不自由児施設

イ 児童福祉法第43条の４に規定する重症心身障害児施設

ウ 児童福祉法第７条第６項に規定する国立高度専門医療センター

エ 児童福祉法第７条第６項に規定する独立行政法人国立病院機構の設置する医療機関であ

って厚生労働大臣の指定する医療機関

オ 当該保険医療機関においてリハビリテーションを実施している外来患者のうち、概ね８
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割以上が別表第十の二に該当する患者（ただし加齢に伴って生ずる心身の変化に起因する

疾病の者を除く。）である医療機関

(２) 当該保険医療機関において、専任の常勤医師が１名以上勤務していること。

(３) ア又はイのいずれかに該当していること。

ア 専従の常勤理学療法士又は常勤作業療法士が合わせて２名以上勤務していること。

イ 専従の常勤理学療法士又は常勤作業療法士のいずれか１名以上及び障害児（者）リハビ

リテーションの経験を有する専従の常勤看護師１名以上が合わせて２名以上が勤務してい

ること。

ただし、回復期リハビリテーション病棟における常勤従事者との兼任はできないが、心

大血管疾患リハビリテーション料(Ⅰ)又は(Ⅱ)、脳血管疾患等リハビリテーション料(Ⅰ)、

(Ⅱ)又は(Ⅲ)、運動器リハビリテーション料(Ⅰ)又は(Ⅱ)及び呼吸器リハビリテーション

料(Ⅰ)又は(Ⅱ)における常勤従事者との兼任は可能であること。

(４) 言語聴覚療法を行う場合は、専従の常勤言語聴覚士が１名以上勤務していること。

(５) 障害児（者）リハビリテーションを行うにふさわしい専用の機能訓練室（少なくとも、病

院60平方メートル以上、診療所45平方メートルとする。）を有すること。なお、当該専用の

機能訓練室は、疾患別リハビリテーション及び障害児(者)リハビリテーションを実施してい

る時間帯において「専用」ということであり、同一の時間帯において疾患別リハビリテーシ

ョン又は障害児(者)リハビリテーションを同時に行うことができる。また、当該療法を実施

する時間帯以外の時間帯において、他の用途に使用することは差し支えない。また、言語聴

覚療法を行う場合は、遮蔽等に配慮した専用の個別療法室（８平方メートル以上）１室以上

を別に有していること。

(６) 当該訓練を行うために必要な専用の器械・器具として、以下のものを具備していること。

ア 訓練マットとその付属品

イ 姿勢矯正用鏡

ウ 車椅子

エ 各種杖

オ 各種測定用器具（角度計、握力計等）

(７) リハビリテーションに関する記録（医師の指示、実施時間、訓練内容、担当者等）は患者

ごとに一元的に保管され、常に医療従事者により閲覧が可能であるようにすること。

(８) 定期的に担当の多職種が参加するカンファレンスが開催されていること。

２ 届出に関する事項

(１) 障害児（者）リハビリテーション料の施設基準に係る届出は、別添２の様式43を用いるこ

と。

(２) 当該治療に従事する医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士その他の従事者の氏名、

勤務の態様（常勤・非常勤、専従・非専従、専任・非専任の別）及び勤務時間を別添２の様

式４を用いて提出すること。なお、従事者が障害児（者）リハビリテーションの経験を有す

る者である場合は勤務歴等を備考欄に記載すること。

(３) 当該治療が行われる専用の機能訓練室の配置図及び平面図を添付すること。

第47の２ 集団コミュニケーション療法料
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１ 集団コミュニケーション療法料に関する施設基準

(１) 専任の常勤医師が１名以上勤務していること。

(２) 専従する常勤言語聴覚士が１名以上勤務すること。

(３) 次に掲げる当該療法を行うための専用の療法室及び必要な器械・器具を有していること。

ア 専用の療法室

集団コミュニケーション療法を行うに当たっては、集団コミュニケーション療法室（８

平方メートル以上）を１室以上有していること（言語聴覚療法以外の目的で使用するもの

は集団コミュニケーション療法室に該当しないものとする。なお言語聴覚療法における個

別療法室と集団コミュニケーション療法室の共用は可能なものとする）。

イ 必要な器械・器具（主なもの）

簡易聴力スクリーニング検査機器、音声録音再生装置、ビデオ録画システム、各種言語

・心理・認知機能検査機器・用具、発声発語検査機器・用具、各種診断・治療材料（絵カ

ード他）

(４) リハビリテーションに関する記録（医師の指示、実施時間、訓練内容、担当者等）は患者

ごとに一元的に保管され、常に医療従事者により閲覧が可能であるようにすること。

２ 届出に関する事項

(１) 集団コミュニケーション療法料の施設基準に係る届出は、別添２の様式44を用いること。

(２) 当該治療に従事する医師及び言語聴覚士の氏名、勤務の態様（常勤・非常勤、専従・非専

従、専任・非専任の別）及び勤務時間を別添２の様式４を用いて提出すること

(３) 当該治療が行われる専用の療法室の配置図及び平面図を添付すること

第48 精神科作業療法

１ 精神科作業療法に関する施設基準

(１) 作業療法士は、専従者として最低１人が必要であること。

(２) 患者数は、作業療法士１人に対しては、１日50人を標準とすること。

(３) 作業療法を行うためにふさわしい専用の施設を有しており、当該専用の施設の広さは、作

業療法士１人に対して50平方メートルを基準とすること。

(４) 当該療法を行うために必要な専用の器械・器具を次のとおり具備すること。

作業名 器具等の基準（例示）

手 工 芸 織機、編機、ミシン、ろくろ等

木 工 作業台、塗装具、工具等

印 刷 印刷機具、ワープロ（又はこれに代わ
るもの）等

日常生活動作 各種日常生活動作用設備

農耕又は園芸 農具又は園芸用具等

(５) 精神病院又は精神病棟を有する一般病院にあって、入院基本料（特別入院基本料をく。）、

精神科急性期治療病棟入院料又は精神療養病棟入院料を算定する入院医療を行っていること。




